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論文審査の結果の要旨 

【本論文の意義】  

組織犯罪対策の手段として重要視されているのは、犯罪組織の資金を断つことであり、その具体的

方法の一つとして、没収・追徴（以下、「没収」とする）という法制度が挙げられる。没収の通常形

態（単純没収）は、被告人の行った特定の犯罪に有罪を言い渡す場合に、付加刑として、有罪の理由

となった犯罪行為に由来する財産のみを剥奪するというものであるが、単純没収では組織犯罪対策と

して十分ではないとして、国際的には、拡大没収と有罪判決に基づかない没収という制度が活用され

ている。拡大没収は、主に欧州諸国で導入されている犯罪収益剝奪手段であり、特定の犯罪行為を理

由とする有罪の言渡しに際して命じられるものだが、財産の出所たる特定の犯罪行為が証明される必

要はなく、（例えば財産の額と犯人の合法的な収入との間の著しい不均衡等の事情から）財産が何ら

かの犯罪行為に由来することが証明されれば、その財産を没収できるという制度である。有罪判決に

基づかない没収は、例えば、犯罪行為の嫌疑を理由として押収等された財産について、それが何らか

の違法な所為に由来する限りで、刑事裁判による犯罪行為の証明なしに財産を没収するものである。 

久保氏の博士学位申請論文「犯罪収益の拡大没収及び有罪判決に基づかない没収」は、上記の両制

度を我が国にも導入すべきことを主張し、その制度設計の在り方を検討するものである。検討に際し

て、本論文は、我が国の現行法と一部共通する仕組みを出発点としながら二つの制度を順次導入して

きたドイツ法を参考にしようとする。 

組織犯罪対策として、我が国の現行法上は、組織的犯罪処罰法や麻薬特例法においてマネーローン

ダリングを処罰する犯罪収益等の隠匿収受罪や、また、没収追徴の対象となる財産の推定規定などで

対応されている。一方で、拡大没収や有罪判決に基づかない没収の制度については、外国の法動向な

どの散発的な紹介があるのみで、両制度の我が国への導入の必要性や可否について本格的に検討を試

みたものはこれまでになかった。また、ドイツ法の没収・追徴制度の沿革から、直近の拡大没収・有

罪判決に基づかない没収に関する法改正の内容や、それらを巡る判例・学説の議論を網羅的に詳細に

紹介し、分析を加えている点にも意義が認められる。 

 

【本論文の構成と内容】本学位申請論文は、序章・終章以外に三つの章からなる。 

第１章「ドイツ法における拡大没収及び拡大独立没収」では、ドイツにおける拡大没収や拡大独立

没収（有罪判決に基づかない没収のドイツ法における名称）の導入に関する沿革、及び、それらを巡

る議論が紹介され、検討が加えられている。1975年の単純没収制度の創設の紹介からはじまり、1992

年に組織犯罪対策として拡大没収が導入された経緯、2017年の財産剥奪制度の全面改正の際に拡大没

収の適用範囲があらゆる犯罪行為に拡張され、また、拡大独立没収の新設があったことについて、立

法資料、判例、学説を丹念に分析し、それらの内容について、自身の検討も加えている。 

第２章「ドイツ法における犯罪収益の没収（収奪）の法的性質」では、ドイツにおける没収の法的

性質を巡る議論が独立して取り上げられ、それが拡大没収や有罪判決によらない没収の制度設計にと

ってどのような意義を持つのかが検討されている。ドイツでは、拡大没収・拡大独立没収と単純没収



 

の制度的違いはあまり考慮されず、単純没収の法的性質を援用する形で議論がされていること、そし

て、単純没収の法的性質に関する「総額主義による財産剥奪は対象者に害を賦課するものであるから

刑罰である」という学説の多数の理解を踏まえると、ドイツにおける拡大没収・拡大独立没収の法的

性質を巡る議論は、実質的には「総額剝奪を清算・原状回復目的（不正な利得の剥奪）によって正当

化することができるか」という問題と解すべきであるとする。そして、正当化を肯定する立法者が依

拠するドイツ不当利得法の内容についても検討した上で、正当化が認められないとする多数説を支持

する。その上で、拡大没収・拡大独立没収においては構造的に純益の算出が不可能である以上、清算

・原状回復以外の目的によって制度設計する必要があるとする。 

第３章「我が国への示唆」においては、第１章及び第２章の内容を踏まえ、我が国において、新た

な剝奪手段が必要であるか否か、必要であるとすればどのような制度を設計すべきかが検討されてい

る。まず、第１節において、我が国の既存の法制度（一連の取引行為を総体として犯罪構成要件と定

める手法やマネーローンダリング処罰規定）では犯罪収益を的確に剝奪することができず、拡大没収

や有罪判決に基づかない没収といった財産と特定の犯罪行為との結びつきを必要としない剥奪手段を

導入する必要があることが示される。そして、第２節で、我が国における拡大没収と有罪判決に基づ

かない没収の制度設計の在り方が示されている。両者の法的性質について、ドイツ法の検討から、不

正な利得の剥奪という目的では純益の剥奪しか正当化されないため、再投資の阻止を目的とする非刑

罰の処分として制度設計すべきとする。その上で、拡大没収については、まず、その適用範囲に関し

て、犯罪収益の再投資の一定の危険が認められる場合に限定すべきであるという観点と、合法的な財

産が剥奪される危険性を下げるべきであるという観点から、対象者を暴力団員などの一定の者に限定

する、（2017年改正前のドイツ刑法のように）拡大没収を可能とする有罪判決の対象犯罪を薬物犯罪

や組織犯罪等に限定するなどの、対象の限定が行われるべきであるとする。また、証明度については、

刑事裁判の通常の証明ルールが妥当し、挙証責任の転換や法律上の推定規定を設けるべきではないと

する。有罪判決に基づかない没収については、基本的には拡大没収における議論を援用できるが、よ

り重大な権利制限であるから、その分だけ正当化される範囲が限定されるべきであり、手続について

は刑事裁判と同様の証明度が要求され、また、単純没収や拡大没収によっては犯罪収益を剥奪し得な

い場合にはじめて用いられるべきであるとする。 

 

【本論文に対する評価】  

冒頭の【本論文の意義】で示した通り、本学位申請論文は、既に国際的には活用されている拡大

没収・有罪判決に基づかない没収という制度について、我が国ではじめて本格的に取り扱ったもので、

この問題についての嚆矢ともいえる論文である。また、その具体的な題材として取り扱われたドイツ

刑法における両制度について、通常の没収制度も含めたその沿革や、各制度の実体面と手続面、民法

の不当利得法に関する議論まで踏み込んだ法的性質の検討など非常に網羅的な内在的分析に加え、国

際的な観点からの外在的分析も行われているなど、多角的で詳細な内容となっている。 
一方で、拡大没収と有罪判決に基づく没収の制度目的を再投資の阻止であるとする論証や、そこか

ら各制度の提案をしていく過程については、やや乱暴なところが見られないわけではなく、また、具

体的な制度の内容についても、詰め切れていないところが多々ある（この点は、申請者自身もさらな

る比較検討が必要としている）。 
しかしながら、以上の点は今後改善が見込まれる、あるいは、さらなる研究の発展が期待できるも

のと言える。本論文は将来の研究活動の出発点としては十分な内容を含んでおり、今後、我が国にお

ける犯罪収益没収制度の研究に貢献していくことが期待される。 

以上の理由により、本論文は、課程博士に相応しい内容を備えており、よって、申請者である久保

英二郎氏に博士の学位を授与することができるものと審査員は全員一致で判断する。なお、本論文に

ついては、剽窃チェックソフト等を用いて、剽窃がないことを確認済みである。 

 


